
3月22日、宮脇俊彦議員が行った3月議会の一般質問の内容

を報告します。

昨年7月、全国的に豪雨があり、この時、熱海市で盛土が

原因による土石流が発生し悲惨な被害が起こりました。それ

を契機に全国で盛土が問題になっています。この時、市内東

富岡611番地の盛土付近も崩落しました。昨年9月議会、12月

議会でこの問題を取り上げ原因について質問しました。「盛

土の量」について、9月議会では461㎥と答弁しましたが、12

月議会では420㎥と修正しました。なぜ、修正したのか根拠

を示して下さい」と質問しました。（盛土の量が500㎥以上

になると条例で市の許可を得なければ工事を行えません）

市からは「9月議会答弁は業者報告に基づいた答弁であっ

た。12月議会の答弁は10月に事業者立ち合いで現地確認を行っ

た数値である。計画より高さが0.4ｍから1.25ｍ超えていた

ことが判明した。幅は計画の91ｍが実際は75ｍであった。奥

行きは計画が3.3ｍ、実際は7.6ｍ～9.1ｍであった。これを

もとに計算した」と答弁がありました。次の疑問が残ります。

①工事が計画どうりでなかった。

②終了後の検査が行われていなかった。

③工事計画時の設計図との検証は行われたのか。

こうした疑問を明らかにするため再質問を行いました。

「市は計画段階で事業者から提出された正式な設計書（設

計責任者名の記入された）に基づいて検証されたのですか」

と質問しました。

市からは「事業者の報告に基づき議会で報告した。現地で

事業者と確認し答えた」と回答。宮脇議員から「正式な設計

書と検証したのか、質問に答えてない」と再三求めたが、質

問にまともに答えませんでした。

最後に盛土事業計画時の設計書の提出を求めました（4月

15日までに回答することになった）。

市長に質疑の内容を聞いての見解を求め

ました。市長からは「鋼矢板を設置し、しっ

かりやっていると感じている」と危機感の

ない答弁だった。
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次に、昨年5月12日に国会で成立した「デジタル関連法」

は、首相のもとに強い権限と予算を持ったデジタル庁を新設、

国や地方自治体のシステムや規定を標準化・共通化して、個

人情報を含むデータの利用を強力に進めるものです。

本来、情報通信などデジタル技術の進歩は、人々の幸福や

健康に資するものでなくてはなりません。地方自治体におい

ても、地方自治体の発展や「住民福祉の増進」のために、こ

の技術を有効に活用していくことが求められます。

そこで、今回は、国の進めるデジタル化によって、「伊勢

原市民の個人情報は守られるのか」とその「推進体制」につ

いて質問しました。

市からは「国は個人情報保護法の改正など安全にデジタル

技術の活用が図れるよう法の整備を行っている。個人情報保

護に関しても、厳重に、安全に扱われるものと認識している」

「本市としても、情報漏洩などセキュリティ事故の防止等、

個人情報保護に万全を期したい」と述べるだけで個人情報保

護の具体策は示されませんでした。2月末の神奈川新聞の記

事では「個人情報流失2012年度以降で過去最悪」「2021年度

上場企業とその子会社で起きた事故は前年比3割増の137件、

調査を開始した2012年以降で過去最悪。ウイルス感染・不正

アクセスによる流失が5割を占めた」と報道されていること

を示し個人情報漏洩の危険性を指摘したが、市は認識を変え

ませんでした。

デジタル技術は完成したものでなく日々進化しています。

「個人情報に関わるものは外部と接続すれば情報漏洩につな

がる危険があるから外部接続しない」として導入された現在

の制度を放棄しては個人情報漏洩の危険が増すばかりです。

国は自治体のデジタル化推進のため「外部企業から詳しい

人材の登用」を推奨しています。そこで「伊勢原市では外部
人材の登用計画はないのか、その場合、市の職員として採用

するのか、また、その人は公務員規定に従うのか」と質問し

ました（公務員には守秘義務が規定されている）。

市からは、「外部人材の登用予定は現在ない」「もし非常
勤職員として登用すれば公務員規定は適用されない。要綱で
情報漏洩防止を規定する必要がある」と答弁がありました。
もし今後、登用が具体化されれば、情報漏洩防止策を求めま
す。外部企業から守秘義務のない人材を要職として登用をす
れば、個人情報漏洩の危険が増すのは当然です。現在、情報
漏洩が頻発しています。現在の実態が危険性を示しています。
引き続き外部人材登用の問題も取り上げていきます。

（訂正）議員団ニュース599号の表紙面右側（11行から14行）
生活保護受給者は、2020年度年まで年1100人台、2021年度、2022

年度は1200人台に増加しています。生活保護受給相談件数は2020年
度年まで年400件台、2021年度、2022年度は700から800件台に増加し
ています。（2022年度は途中経過）を下記のように訂正

「生活保護受給者は、2019年度年まで年1100人台、2020年度、2021
年度は1200人台に増加しています。生活保護受給相談件数は2019年
度年まで年400件台、2020年度、2021年度は800件台に増加していま

す。（2021年度は途中経過）


